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第３章 補完調査 

3.1 食品リサイクル法に関する補完調査 

食品リサイクル状況等が確認できていない食品関連事業者を対象に、食品廃

棄物等の発生状況並びに食品リサイクルの取組を把握するための郵送アンケ

ートを実施した。 

 

3.1.1 補完調査対象事業者の選定 

食品リサイクル法補完調査対象事業者（3,200 事業者）の抽出方法として、

以下の方法で実施した。 

 

i)合併、廃業の事業者を除く 

事業者データベースの項目「新規・合併・廃業フラグ」が‘合併’、‘廃

業’である事業者を除く。 

 

ii)次の①から③に該当する事業者を除く 

① 事業者データベースの項目「定期報告の有無」において、平成 21 年

度～平成 30 年度に定期報告の提出がある（●の）事業者 

② 事業者データベースの項目「調査点検指導状況」において、平成 18 年

以前～令和元年に何らかの調査を行った記録のある事業者 

③ 事業者データベースの項目「食リ補完調査実施年度」に、‘H25’～‘H30’

が入力されている事業者 

 

iii)主業種が食品関連事業者に該当する事業者を抽出 

事業者データベースの項目「４業種分別（主業種）」が、‘食品製造業’、

‘食品卸売業’、‘食品小売業’、‘外食産業’である事業者を抽出する。 

ただし、近畿農政局においては、上記４業種以外の業種が入力されてい

る事業者が多数存在することから、次の業種についても抽出対象に含める

ものとする。 

・ 食料品製造業、清涼飲料・茶・コーヒー製造業、酒類製造業は、食品

製造業に含める。 

・ 食料品卸売・小売業、酒類卸売・小売業は、‘業種名称＿１’～‘業

種名称＿３’の内容に応じて、食品卸売業又は食品小売業に含める。 

 

iv)令和元年度に定期報告書を受け付けた事業者は調査対象から除く 

令和元年度に、各地方農政局等において食品リサイクル法に基づく定期

報告書を受け付けた事業者が抽出されている場合は、調査対象から除く。

（別途受領の定期報告受付状況一覧表による。） 
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v)調査対象事業者（予備を含む。）を選定する 

ⅳ)までで抽出された中から、調査対象事業者を選定する。なお、宛先不

明等により調査件数が目標を下回る可能性があることを考慮し、食品卸売

業、食品小売業、外食産業合計で 200 件程度を予備として加える。 

・ 食品製造業は、すべての事業者を調査対象とする。 

・ 食品卸売業、食品小売業、外食産業については、各業種における売上

高の上位から順に調査対象とする。 

なお、業種ごとの調査対象件数は、３業種合計の抽出数に占める各業

種の割合に応じて按分することとする。 

 

 

 

上記方法にて、抽出された補完調査対象事業者数（3,200 事業者）を業種別

に表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 補完調査対象事業者数 

農政局等 
補完調査対象事業者 

食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 合計 

北海道 1 83 144 130 358 

東北 4 82 133 144 363 

関東（東京） 1 142 153 184 480 

関東（東京以外） 5 25 45 39 114 

北陸 1 48 84 95 228 

東海 1 96 80 89 266 

近畿 12 181 151 119 463 

中四国 2 117 137 183 439 

九州 8 135 168 127 438 

沖縄 2 21 11 17 51 

合計 37 930 1,106 1,127 3,200 
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3.1.2 アンケート調査用紙の作成 

補完調査を行うために、依頼文、アンケート調査用紙等を作成し、発送数分

の印刷を行った。作成した用紙を次ページ以降に示す。 

 

ⅰ）依頼文 

ⅱ）アンケート調査用紙 

ⅲ）別紙 

ⅳ）発送用封筒（角 2型封筒） 

ⅴ）返信用封筒（長形 3号封筒） 

 

作成した依頼文、アンケート調査用紙、別紙、返信用封筒を発送用封筒に封

入し、3.1.1 章で抽出した補完調査対象事業者へ発送した。 

発送日：令和 2 年 3 月 4 日 

 

なお、アンケートの返送方法としては、同封した返信用封筒に入れて発送す

るか、もしくは、そのまま FAXにて回答してもらう方法で行った。 

また、農林水産省ホームページに図 3-1 に示すとおり、アンケート実施中の

周知文を掲載した。 

 

 
図 3-1 農林水産省ホームページ 
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ⅰ）依頼文 
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ⅱ）アンケート調査用紙（その１） 
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ⅱ）アンケート調査用紙（その２） 
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ⅲ）別紙（その１） 
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ⅲ）別紙（その２） 
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ⅲ）別紙（その３） 
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ⅲ）別紙（その４） 
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ⅳ）発送用封筒（角 2型封筒） 
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ⅴ）返信用封筒（長形 3号封筒） 
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3.1.3 電話調査 

アンケート調査用紙を発送後、アンケート調査用紙の返信が得られなかった

補完調査対象事業者に対し、電話による督促並びに聞き取り調査を行った。調

査方法を以下に示す。 

なお、調査にあたっては、3.1.1 章で抽出した補完調査対象事業者を回答入

力用のツールへ登録し、郵送等による回答も含めて、全ての調査対象の回答を

ツールで一元管理した。 

電話調査は、回答率を上げる為に調査用紙発送日の前日より開始した。 

 

＜電話調査スクリプト＞ 

私、農林水産省からの調査を実施しております、日本ソフト販売 食品産業リサ

イクル調査担当の    と申します。（いつもお世話になっております） 

 

先日、私どもから「農林水産省食品産業リサイクル状況等調査・・・」と、赤い

字で記載された薄いグレーの封筒をお送りいたしましたが、ご覧いただけたでしょ

うか。 

 

 

ＮＯ → ○月中には届くようにお送りしたのですが、お手元に届いていないでし

ょうか。 

       

ＹＥＳ→ ありがとうございます。そちらの調査につきまして、まだご回答いただ

いていないようで、確認のお電話なんですね。お忙しいところ申し訳ござ

いません。 

 

 

それでは、この電話でいくつか簡単な内容をお伺いさせていただきたいのですが

よろしいでしょうか？ 

 

 

設問①：御社では、「食品廃棄物」は発生していますか？ 

 

「食品廃棄物」とは、 

・食品製造業であれば、製造時の加工残さ等のことです。 

・卸業、小売業であれば、売れ残り等により廃棄したもののことです。 

・外食産業であれば、調理くずや食べ残し等により廃棄したもののことで

す。 
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⇒発生している 

設問②、③へ 

 

⇒発生していない 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」に「○」を入力 

「年間発生量 選択」に「0」を入力  

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

⇒回答拒否 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」に「△」を入力 

「備考（選択）」から「回答拒否」を選択入力 

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

⇒廃業 / 対象外企業 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」に「□」を入力 

「備考（選択）」から「廃業/対象外」を選択入力  

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

⇒その他 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」は「△」または「□」を入力 

「備考」に状況を記入 （ＳＶ相談） 

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

 

設問②：食品廃棄物の発生量ですが、年間どのくらい発生していますか？ 

 

詳細が不明な場合は、 

年間100 トン以上か100 トン未満かまでで構いませんのでお教えくださ

い。 

年間100 トンとは、毎日およそ270kg 以上の食品廃棄物が発生している計

算になります。 

 

⇒具体的な発生量が分かる場合 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」に「○」を入力 

「年間発生量ｔ」に年間の発生量を数値で入力、 

もしくは「年間発生量 選択」で「100t以上/100t以下」を選択  

（「年間発生量ｔ」「年間発生量 選択」どちらか1ヶ所を入力 2ヶ所を入力しな

い） 
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⇒分からない 

入力画面/補完調査の「TEL 確認」に「△」を入力 

もしくは「年間発生量 選択」で「廃棄量不明」を選択  

理由が分かれば「備考」にその理由を入力 

（フランチャイズ・業者引取り報告なし・本社管理で分からない・全く把握し

ていない・リサイクル業者任せで分からない・・・等） 

 

・具体的な廃棄物の種類（貝殻/食用油/客の食べ残し等々・・・）や、廃棄物発生

状況等、聞いたことは備考欄へ要約して記入すること。 

 

 

設問③：食品廃棄物の、飼料化、肥料化、熱回収等のリサイクルの取組を実施され

ていらっしゃいますか？ 

 

⇒実施している 

「再生利用の取組の有無」に「○」を入力  

具体的なリサイクル取組量が分かる場合は「リサイクル量」に数値を記入 

（2ヶ所ＯＫ。だが、電話ではリサイクル量まで聞き取らなくてＯＫ） 

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

・具体的なリサイクル取組を言われた場合、「備考」にその内容を入力  

 

⇒実施していない 

「再生利用の取組の有無」に「×」を入力  

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

⇒わからない 

理由が分かれば「備考」にその理由を入力 

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

アンケートは以上でございます。 

このお電話でご回答をいただきましたので、調査票は破棄していただいて構いませ

ん。 

 

お忙しいところお時間いただきありがとうございました。 

私、日本ソフト販売の   と申します。 

失礼いたします。 
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3.1.4 補完調査結果 

食品リサイクル法に関する補完調査の回答状況を表 3-2 に、業種別を表 3-3

に、農政局業種別を表 3-4、表 3-5 に示す。（回答内容に関する割合は、全て廃

業等対象外事業者を除いた実発送数 3,084 件に対する割合とする。） 

 

食品廃棄物等の発生状況が把握できた回答を有効回答とし、有効回答数は、

郵送・FAX が 315 件（実発送数に対して 10.2％）、電話調査が 419 件（実発送

数に対して 13.5％）で合計 734 件（実発送数に対して 23.8％）であった。 

 

表 3-2 食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

農政局等 送付数 

回答状況 
廃業等 

対象外 
回答率 有効回答 廃棄量 

不明 

回答 

拒否 

電話 

不通 郵便・FAX 電話 

北海道 358 39 42 0 2 16 21 24.0% 

東北 363 30 53 0 3 14 16 23.9% 

関東（東京） 480 38 76 1 8 59 17 24.6% 

関東（東京以外） 114 13 19 0 1 11 3 28.8% 

北陸 228 22 28 0 5 15 9 22.8% 

東海 266 30 27 0 5 13 6 21.9% 

近畿 463 52 45 0 6 26 11 21.5% 

中四国 439 39 59 0 3 29 15 23.1% 

九州 438 50 55 2 7 26 16 24.9% 

沖縄 51 2 15 0 3 15 2 34.7% 

合計 3,200  315  419  3 43  224  116  23.8% 

 

表 3-3 業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

業種 送付数 

回答状況 
廃業等 

対象外 
回答率 有効回答 廃棄量 

不明 

回答 

拒否 

電話 

不通 郵便・FAX 電話 

食品製造業 37 4 4 0 1 1 0 21.6% 

食品卸売業 930 114 119 0 12 57 29 25.9% 

食品小売業 1,106 136 152 2 11 65 56 27.4% 

外食産業 1,127 61 144 1 19 101 31 18.7% 

合計 3,200  315  419  3  43  224  116  23.8% 
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表 3-4 農政局業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果（その１） 

農政局等 業種 送付数 

回答状況 

廃業等 
対象外 

回答率 有効回答 
廃棄量 
不明 

回答 
拒否 

電話 
不通 郵送・

FAX 
電話 

北海道 

食品製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 

食品卸売業 83 9 11 0 0 3 6 26.0% 

食品小売業 144 21 17 0 2 6 9 28.1% 

外食産業 130 9 14 0 0 7 6 18.5% 

計 358 39 42 0 2 16 21 24.0% 

東北 

食品製造業 4 1 0 0 0 0 0 25.0% 

食品卸売業 82 11 8 0 0 4 4 24.4% 

食品小売業 133 12 18 0 1 3 8 24.0% 

外食産業 144 6 27 0 2 7 4 23.6% 

計 363 30 53 0 3 14 16 23.9% 

関東 

（東京） 

食品製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 

食品卸売業 142 14 20 0 3 14 2 24.3% 

食品小売業 153 18 27 1 2 20 11 31.7% 

外食産業 184 6 29 0 3 25 4 19.4% 

計 480 38 76 1 8 59 17 24.6% 

関東 

（東京以外） 

食品製造業 5 1 0 0 0 0 0 20.0% 

食品卸売業 25 5 6 0 0 1 0 44.0% 

食品小売業 45 5 9 0 0 4 2 32.6% 

外食産業 39 2 4 0 1 6 1 15.8% 

計 114 13 19 0 1 11 3 28.8% 

北陸 

食品製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 

食品卸売業 48 8 3 0 2 1 1 23.4% 

食品小売業 84 10 13 0 1 5 7 29.9% 

外食産業 95 4 12 0 2 9 1 17.0% 

計 228 22 28 0 5 15 9 22.8% 

東海 

食品製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 

食品卸売業 96 14 10 0 1 2 4 26.1% 

食品小売業 80 11 10 0 2 6 1 26.6% 

外食産業 89 5 7 0 2 5 1 13.6% 

計 266 30 27 0 5 13 6 21.9% 
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表 3-5 農政局業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果（その２） 

農政局等 業種 送付数 

回答状況 

廃業等 
対象外 

回答率 有効回答 
廃棄量 
不明 

回答 
拒否 

電話 
不通 郵送・

FAX 
電話 

近畿 

食品製造業 12 1 1 0 1 0 0 16.7% 

食品卸売業 181 24 17 0 2 10 3 23.0% 

食品小売業 151 21 20 0 0 10 7 28.5% 

外食産業 119 6 7 0 3 6 1 11.0% 

計 463 52 45 0 6 26 11 21.5% 

中四国 

食品製造業 2 0 1 0 0 0 0 50.0% 

食品卸売業 117 16 18 0 0 9 5 30.4% 

食品小売業 137 14 18 0 1 7 5 24.2% 

外食産業 183 9 22 0 2 13 5 17.4% 

計 439 39 59 0 3 29 15 23.1% 

九州 

食品製造業 8 1 1 0 0 0 0 25.0% 

食品卸売業 135 13 18 0 3 7 3 23.5% 

食品小売業 168 24 17 1 1 1 5 25.2% 

外食産業 127 12 19 1 3 18 8 26.1% 

計 438 50 55 2 7 26 16 24.9% 

沖縄 

食品製造業 2 0 1 0 0 1 0 50.0% 

食品卸売業 21 0 8 0 1 6 1 40.0% 

食品小売業 11 0 3 0 1 3 1 30.0% 

外食産業 17 2 3 0 1 5 0 29.4% 

計 51 2 15 0 3 15 2 34.7% 

合計 3,200 315 419 3 43 224 116 23.8% 
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アンケート調査及び電話調査で食品廃棄物等の発生量について回答があっ

た事業者の食品廃棄物等の発生状況を表 3-6 に、業種別を表 3-7 に、農政局業

種別を表 3-8、表 3-9 に示す。 

食品廃棄物等を年間 100 トン以上発生していると回答した事業者は、4 件

（実発送数に対して 0.1％）であり、逆に食品廃棄物が発生しないと回答した

事業者は 349 件（実発送数に対して 11.3％）であった。 

また、リサイクルの取組を実施していると回答した事業者は、216 件（実発

送数に対して 7％）であった。 

 

表 3-6 食品廃棄物等の発生状況 

農政局等 

食品廃棄物等の発生状況 

100 ﾄﾝ 
以上 

100 ﾄﾝ 
未満 

食品廃棄物 
発生なし 

リサイクルの 
取組有り 

北海道 1 43 37 21 

東北 1 50 32 29 

関東（東京） 0 51 63 32 

関東（東京以外） 0 15 17 7 

北陸 0 30 20 13 

東海 1 32 24 23 

近畿 0 33 64 22 

中四国 0 54 44 31 

九州 0 65 40 32 

沖縄 1 8 8 6 

合計 4 381 349 216 

 

表 3-7 業種別の食品廃棄物等の発生状況 

業種 

食品廃棄物等の発生状況 

100 ﾄﾝ 
以上 

100 ﾄﾝ 
未満 

食品廃棄物 
発生なし 

リサイクルの 
取組有り 

食品製造業 1 7 0 5 

食品卸売業 1 73 159 43 

食品小売業 2 116 170 64 

外食産業 0 185 20 104 

合計 4 381 349 216 
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表 3-8 農政局業種別の食品廃棄物等の発生状況（その１） 

農政局等 業種 

食品廃棄物等の発生状況 

100 ﾄﾝ 

以上 

100 ﾄﾝ 

未満 

食品廃棄物 

発生なし 

リサイクル 

の取組有り 

北海道 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 11 9 6 

食品小売業 1 13 24 6 

外食産業 0 19 4 9 

計 1 43 37 21 

東北 

食品製造業 0 1 0 0 

食品卸売業 1 8 10 6 

食品小売業 0 12 18 6 

外食産業 0 29 4 17 

計 1 50 32 29 

関東 

（東京） 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 7 27 3 

食品小売業 0 12 33 8 

外食産業 0 32 3 21 

計 0 51 63 32 

関東 

（東京以外） 

食品製造業 0 1 0 1 

食品卸売業 0 1 10 0 

食品小売業 0 7 7 3 

外食産業 0 6 0 3 

計 0 15 17 7 

北陸 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 5 6 3 

食品小売業 0 11 12 4 

外食産業 0 14 2 6 

計 0 30 20 13 

東海 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 9 15 5 

食品小売業 1 11 9 7 

外食産業 0 12 0 11 

計 1 32 24 23 
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表 3-9 農政局業種別の食品廃棄物等の発生状況（その２） 

農政局等 業種 

食品廃棄物等の発生状況 

100 ﾄﾝ 

以上 

100 ﾄﾝ 

未満 

食品廃棄物 

発生なし 

リサイクル 

の取組有り 

近畿 

食品製造業 0 2 0 2 

食品卸売業 0 10 31 5 

食品小売業 0 9 32 8 

外食産業 0 12 1 7 

計 0 33 64 22 

中四国 

食品製造業 0 1 0 0 

食品卸売業 0 8 26 4 

食品小売業 0 17 15 8 

外食産業 0 28 3 19 

計 0 54 44 31 

九州 

食品製造業 0 2 0 1 

食品卸売業 0 11 20 8 

食品小売業 0 22 19 13 

外食産業 0 30 1 10 

計 0 65 40 32 

沖縄 

食品製造業 1 0 0 1 

食品卸売業 0 3 5 3 

食品小売業 0 2 1 1 

外食産業 0 3 2 1 

計 1 8 8 6 

合計 4 381 349 216 
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3.2 容器包装リサイクル法に関する補完調査 

再商品化義務の履行状況が確認できていない食品関連事業者を対象に、容器

包装リサイクル法に該当する容器包装の使用有無を把握するための郵送アン

ケートを実施した。 

 

 

 

3.2.1 調査対象事業者の選定 

容器包装リサイクル法補完調査対象事業者（3,000 事業者）について、表 3-

10 の方法で抽出作業を実施した。 

 

 

 

表 3-10 容器包装リサイクル法補完調査の対象事業者選定方法 

 選定方法 実際の作業方法等 

ⅰ) 合併、廃業した事業者を除く。 「新規・合併・廃業フラグ」

により、合併と廃業の事業

者を除外 

ⅱ) 過去に点検指導を実施したことのある事業者を除く。 「指導年月日」にデータが

入っている事業者を除外 

ⅲ) 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会と委託契約を

締結していること、又は非申込の手続を行っていることが

一度でも確認できる事業者を除く。 

「申込種別」の各項目にデ

ータが入っている事業者

を除外 

ⅳ) 平成 25年度から平成 30年度までに、調査対象から除外し

た事業者を除く。 

調査対象除外者リストに

掲載されている事業者を

除外 

ⅴ) 平成 25年度から平成 30年度までに、補完調査又は重点調

査の対象となった事業者を除く。 

平成 25～30 年度の調査対

象事業者を除外 

ⅵ) 業種分類リストに基づき、農林水産省所管の事業を営む事

業者を「製造業」と「商業・サービス業」の 2種類に区分

する。 

「業種名称＿１（主）」か

ら、「製造業」と「商業・

サービス業」に分類 

ⅶ) 再商品化義務の適用除外となる「小規模事業者」に該当す

る事業者を除く。 

＜小規模事業者の基準＞ 

○製造業：従業員 20人以下かつ売上高 240 百万円以下 

○商業・サービス業：従業員 5人以下かつ売上高 70百万円

以下 

「従業員数」と「売上高」

から、製造業、商業・サー

ビス業別に、左記の＜小規

模事業者の基準＞に当て

はまる事業者を除外 
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ⅷ) 下記の算出式により、事業者ごとの想定委託額を算出し、

その額の上位から 3,500件程度を抽出して「R1調査対象候

補リスト」を作成する。 

＜算出式＞○製造業：売上高×0.4  

○商業・サービス業：売上高×0.15  

※算出式に使用する係数（0.4及び 0.15）は、日本容器包

装リサイクル協会の公表データ（H22）を基に算出したも

の。 

左記の＜算出式＞に基づ

き、想定委託額を算出。 

全国の事業者を一括して

想定委託額の降順に並べ

替え、上位から 3,500件程

度を抽出 

ⅸ) ⅷ)で作成したリストを農政局等の管轄地域単位に分割

（必要に応じて事業者数を調整）、農政局等へ送付し、調

査対象から除外する必要のある事業者を確認する。 

当初から事業者数が少な

い都道府県や除外される

事業者が多い場合は、下か

ら繰り上げる形で補充 

ⅹ) ⅸ)までで確認の終了したリストにおいて、想定委託額が

高い順に 3,000事業者を補完調査対象、残数を予備として、

調査対象者リストを完成する。 

確認の終了したリストか

ら、上位 3,000事業者を補

完調査対象として抽出 

 

 

なお、対象選定において以下の点で調整を行った。 

 

上記方法にて、抽出された補完調査対象において、すでに食品リサイクル法

に関する補完調査が実施中で、その回答状況において、調査対象が重複した事

業者からの有効な回答が得られ難いことを推測して、調査対象候補リストを基

本として、対象選定の調整を行った。 

 

「R1調査対象候補リスト」を農政局等に送付し、確認した結果、調査対象候

補事業者で 5件が除外対象となった。この除外対象事業者を除いて、最終の調

査対象事業者とした。 

 

 

上記調整にて、抽出した補完調査対象事業者数（3,000 事業者）を表 3-11 に

示す。 
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表 3-11 容器包装リサイクル法補完調査の対象事業者数 

農政局等 業種 抽出 除外 予備 調査対象 

北海道 

製造業 3  0  0  3  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 284  1  29  254  

計 287  1  29  257  

東北 

製造業 4  0 0  4  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 318  1  42  275  

計 322  1  42  279  

関東（東京） 

製造業 0  0  0  0  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 431  0  28  403  

計 431  0  28  403  

関東（東京以外） 

製造業 2  0  0  2  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 734  0  146  588  

計 736  0  146  590  

北陸 

製造業 3  0  0  3  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 218  3  40  175  

計 221  3  40  178  

東海 

製造業 1   0  0 1  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 234   0 39  195  

計 235   0 39  196  

近畿 

製造業 13   0  0 13  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 400   0 61  339  

計 413   0 61  352  

中四国 

製造業 3   0  0 3  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 475   0 66  409  

計 478   0 66  412  

九州 

製造業 3   0 0  3  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 342  0  40  302  

計 345  0  40  305  

沖縄 

製造業 0   0  0 0  

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 32   0 4  28  

計 32   0 4  28  

合計 3,500  5  495  3,000  
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3.2.2 アンケート調査用紙の作成 

補完調査を行うために、依頼文、アンケート調査用紙等を作成し、発送数分

の印刷を行った。作成した用紙を次ページ以降に示す。 

 

ⅰ）依頼文 

ⅱ）アンケート調査用紙 

ⅲ）別紙 

ⅳ）発送用封筒（角 2型封筒） 

ⅴ）返信用封筒（長形 3号封筒） 

 

作成した依頼文、アンケート調査用紙、別紙、返信用封筒を発送用封筒に封

入し、3.2.1 章で抽出した補完調査対象事業者へ発送した。 

 

発送日：令和 2 年 3 月 4 日  

 

なお、アンケートの返送方法としては、同封した返信用封筒に入れて発送す

るか、もしくは、そのまま FAXにて回答してもらう方法で行った。 

また、農林水産省ホームページに図 3-2 に示すとおり、アンケート実施中の

周知文を掲載した。 

 

 

図 3-2 農林水産省ホームページ 
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ⅰ）依頼文 
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ⅱ）アンケート調査用紙（その１） 
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ⅱ）アンケート調査用紙（その２） 
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ⅲ）別紙（その１） 
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ⅲ）別紙（その２） 
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ⅳ）発送用封筒（角 2型封筒） 
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ⅴ）返信用封筒（長形 3号封筒） 
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3.2.3 電話調査 

アンケート調査用紙を発送後、アンケート調査用紙の返信が得られなかった

補完調査対象事業者に対し、電話による督促並びに聞き取り調査を行った。調

査方法を以下に示す。 

なお、調査にあたっては、3.2.1 章で抽出した補完調査対象事業者を回答入

力用のツールへ登録し、郵送等による回答も含めて、全ての調査対象の回答を

ツールで一元管理した。 

電話調査は、回答率を上げる為に調査用紙発送の前日より開始した。 

 

＜電話調査スクリプト＞ 

私、農林水産省からの調査を実施しております、日本ソフト販売 食品産業リサイ

クル調査担当の     と申します。（いつもお世話になっております） 

先日、私どもから「農林水産省食品産業リサイクル状況等調査・・・」と、赤い字

で記載された薄いグレーの封筒をお送りいたしましたが、ご覧いただけたでしょう

か。 

 

ＮＯ → ○月中には届くようにお送りしたのですが、お手元に届いていないでしょ

うか。 

       

ＹＥＳ→ ありがとうございます。そちらの調査につきまして、まだご回答いただい

ていないようで、確認のお電話なんですね。お忙しいところ申し訳ござい

ません。 

 

 

それでは、この電話でいくつか簡単な内容をお伺いさせていただきたいのですが

よろしいでしょうか。 

 

 

⇒ビジー 

架電用備考欄に「ビジー」入力 

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にしない！！（ＳＶ確認） 

 

⇒その他不通・間違い電話・等 

「メモ（選択）」から理由を選択入力  

入力画面/オペレーターの「ステータス」を完了にし 終了 

 

・御社では、一般消費者向けに商品の販売を行っていらっしゃいますか。 

 



 

41 

 

＊業務用は対象外 ⇒ 「メモ（選択）」で「容器包装使用無し」、「メモ」へ「業務

用」と手入力して終了 

 

 

・給食用の食材製造 / お弁当屋仕出し屋へ製品を卸している / 小売のない酪

農業 

 

・二次加工するための材料を製造している / 全て小売業者に販売する卸売業者等 

 

・レストランを併設しているですとか、売店での店頭販売はされていらっしゃいませ

んか。 

 

・ネットでの通信販売はいかがでしょうか。 

 

＊少しでも一般消費者向けに販売を行っていたら、対象業者 

 

 

・レジ袋等は使用していらっしゃいますか？「プラ」 

 

・お持ち帰りのコーヒー等、飲み物を紙コップで販売していらっしゃいますか？

「紙」 

 

・ペットボトルやガラス瓶に商品を入れて販売されることはありますか？「ガラス

(別紙参照)・ペットボトル」 

 

・ネット通販で商品を送るとき、どのような梱包材を使用していらっしゃいます

か？ 

 

 

＊段ボールは対象外（ビニールフィルムは「プラスチック製容器包装」） 

 

 

・製造や販売している商品の容器や包装について、ガラス容器やペットボトル、発泡

スチロールトレイ等のプラスチック容器や紙容器は使用していますか。 

 

・御社で製造・販売している「商品自体」を入れるものや包装するものの事で、色つ

きの物を含むガラス製容器やペットボトル、発泡スチロールトレイ等のプラスチック

容器や紙容器の使用状況をお聞きしております。 



 

42 

 

 

 

 

＊スチール缶、アルミ缶、牛乳等の紙パック、段ボール 等は 対象外 

 

 

 

NO ⇒ 何も使用していなければこの時点で終了。 

「メモ（選択）」で「容器包装使用無し」 

 

 

・具体的な容器包装材料の種類のみ、聴取したら「補完調査メモ欄」へ要約して記入

する 

 

・発生状況や架電の状況は「オペレーター架電用備考欄」へ記入 

 

 

アンケートは以上でございます。 

このお電話でご回答をいただきましたので、調査票は破棄していただいて構いませ

ん。 

 

お忙しいところお時間いただきありがとうございました。 

私、日本ソフト販売の   と申します。 

失礼いたします。 
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3.2.4 補完調査結果 

容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果を表 3-12 に、業種別を

表 3-13 に、農政局業種別を表 3-14 に示す。（回答内容に関する割合は、全て

廃業等対象外事業者を除いた実発送数 2,873 件に対する割合とする。） 

容器包装の使用の有無が把握できた回答を有効回答とし、有効回答数は、郵

送・FAX が 297 件（実発送数に対して 10.3%）、電話調査が 408 件（実発送数

に対して 14.2%）で合計 705 件(実発送数に対して 24.5%)であった。 

 

表 3-12 容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

農政局等 送付数 

有効回答 

回答 
拒否 

その他 
（廃業・
不通等） 

回答率 郵送・
FAX 

電話 

  

容器包装 
使用あり 

容器包装 
使用無し 

北海道 257 21 35 26 9 1 10 22.7% 

東北 279 26 32 26 6 3 9 21.5% 

関東（東京） 403 37 54 24 30 7 26 24.1% 

関東（東京以外） 590 59 67 40 27 1 15 21.9% 

北陸 178 24 18 8 10 4 5 24.3% 

東海 196 21 34 21 13 6 13 30.1% 

近畿 352 37 37 20 17 7 6 21.4% 

中四国 412 34 56 31 25 7 22 23.1% 

九州 305 36 60 36 24 5 16 33.2% 

沖縄 28 2 15 7 8 0 5 73.9% 

合計 3,000 297 408 239 169 41 127 24.5% 

 

 

表 3-13 業種別の容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

業種 送付数 

有効回答 

回答 
拒否 

その他 
（廃業・
不通等） 

回答率 郵送・
FAX 

電話 
  

容器包装 
使用あり 

容器包装 
使用無し 

製造業 32 1 6 3 3 1 1 22.6% 

商業・サービス業 2,968 296 402 236 166 40 126 24.6% 

合計 3,000 297 408 239 169 41 127 24.5% 
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表 3-14 農政局業種別の容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

農政局等 業種 送付数 

有効回答 

回答 

拒否 

その他 

（廃業・ 

不通等） 

回答率 郵送・ 

FAX 
電話 

  

容器包装 

使用あり 

容器包装 

使用無し 

北海道 

製造業 3 0 1 0 1 0 0 33.3% 

商業・サービス業 254 21 34 26 8 1 10 22.5% 

計 257 21 35 26 9 1 10 22.7% 

東北 

製造業 4 0 1 1 0 0 0 25.0% 

商業・サービス業 275 26 31 25 6 3 9 21.4% 

計 279 26 32 26 6 3 9 21.5% 

関東 

（東京） 

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 

商業・サービス業 403 37 54 24 30 7 26 24.1% 

計 403 37 54 24 30 7 26 24.1% 

関東 

（東京以外） 

製造業 2 1 0 0 0 0 0 50.0% 

商業・サービス業 588 58 67 40 27 1 15 21.8% 

計 590 59 67 40 27 1 15 21.9% 

北陸 

製造業 3 0 1 0 1 0 0 33.3% 

商業・サービス業 175 24 17 8 9 4 5 24.1% 

計 178 24 18 8 10 4 5 24.3% 

東海 

製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.0% 

商業・サービス業 195 21 34 21 13 6 13 30.2% 

計 196 21 34 21 13 6 13 30.1% 

近畿 

製造業 13 0 2 2 0 1 0 15.4% 

商業・サービス業 339 37 35 18 17 6 6 21.6% 

計 352 37 37 20 17 7 6 21.4% 

中四国 

製造業 3 0 1 0 1 0 0 33.3% 

商業・サービス業 409 34 55 31 24 7 22 23.0% 

計 412 34 56 31 25 7 22 23.1% 

九州 

製造業 3 0 0 0 0 0 1 0.0% 

商業・サービス業 302 36 60 36 24 5 15 33.4% 

計 305 36 60 36 24 5 16 33.2% 

沖縄 

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 

商業・サービス業 28 2 15 7 8 0 5 73.9% 

計 28 2 15 7 8 0 5 73.9% 

合計 3,000 297 408 239 169 41 127 24.5% 

  




